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1 イントロダクション

1980年代における国際的な公的企業民営化の動きにもかかわらず，先進諸国をはじめ，多く

の発展途上国において，様々な分野で公的企業が操業している。中国をはじめ，アジア諸国にお

いても，鉄道，電信，都市ガス 電気，鉄鋼などが挙げられる 1)。近年，それらの産業において

は，市場への参入規制や公的企業の低いパフォーマンスなどが問題になり，規制緩和による小規

模参入ゃあるいは参入の自由化を認めたり，公的企業の民営化などが政策的な課題となってい

る。混合寡占市場における研究は 政府が公的企業を民営化すべきかどうかという政策を分析す

ることを目的としている。

混合市場における産業均衡の分析は近年増加している。 DeF町aand Delbon (1989) は，公的

企業の社会的厚生最大化行動は結果として社会的厚生を減少させ，公的企業の民営化が望ましい

ことを示した。また. Matsumura (1998)は 政府が公的企業の行動を操作できるモデルを用い

て，少なくとも部分的な民営化が望ましいことを示した。ところが，これらの研究が企業数一定

の混合市場を分析していたのに対し. Matsumura and Kanda (2005)は，自由参入の混合市場経

済においては，公的企業の厚生最大化行動が社会的厚生を高めることを示した。

また，自由参入の混合市場について. De F吋aand Delbono (1989， 1990) は，費用関数が凸で

1 )中国の公的企業はもともと国策を推進するために国家が作るものである。 1999年「公的企業の改革と発

展に関する若干の重要問題の決定」では.I国家の経済力を高め，国防力と民族の凝集力を高めるには
公的企業の発展を促進する必要がある」として公的企業を持つ理由が提示されている。末贋 (2000)に

おいては，中国のような社会主義国ばかりでなく，アジアでも明治時代の日本も官営富岡製糸場や官営

八幡製鉄所などの固有企業を作ることで工業化を推進したし，韓国，タイ，インドネシアなど多くの国

が固有企業を設立して工業化を目指してきたと述べている。また 今井 (1993)では，中国の公的企業

は常に新しい経営方針を導入し公的企業にも独立採算原則に基づく経営と資本・行政の分離が図られ

るようになり，私的資金も公的企業へ注がれる。また，中国は WTOへ加盟してから，公的企業の経営

や資金調達もさらに効率化になる可能性があると指摘した。したがって，環境政策を考える時，公的企

業には汚染排出の少ない高価な生産技術を用いた生産活動を行い 私的企業の環境対応を誘導する役割

が考えられる。
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ある場合には，私的企業の数が十分に多い場合，政府は公的企業を民営化し私的企業の数が十

分に少ない場合，政府は常に混合寡占を好むと指摘した。一方で.Pal (1998) とEstrinand de 

Meza (1995)では，公的企業が私的企業と同等かそれ以上の効率性を持つならば，公的企業は

市場価格がその限界費用と等しくなるような量を生産し結果として公的独占をもたらすことに

なると示した。また.Brandao and Cas位o(2007) とInoand Matsumura (2010)では，公的企業

と民間企業が存在する自由参入のクールノー寡占産業モデルを用いて 自由参入市場における公

的企業が活動する場合の経済効果を研究した。その結果，市場に参入する民間企業の数を減ら

し過度の参入効呆を防止することによって社会厚生を高めることができることを発見した。し

かし生産量の低下による市場の非効率性は変わらない。他方.Mueller (1989) とViningand 

Boardman (1992)では，実証的な分析により 比較可能な公的企業と比較して私的企業の効率

性が優れていることを示した。

他方，自由参入の混合市場における環境政策を研究した文献については.Barcena-Ruiz佃 d

Garzon (2006)は，汚染排出量を抑制するために環境基準を導入した場合，私的企業の数が十分

に少ない場合 (1杜.2社)には，公的企業が十分に非効率的であれば民営化が望ましいことを

示した2)。逆に，私的企業の数が十分に多い場合 (3社以上)には，政府は常に公的企業を民営

化することが望ましいと指摘している。また. Cato (2008)は，生産活動に関わる外部不経済と

寡占的な競争の下で産業の民営化政策を研究した。その結果市場が十分に競争的であっても，

外部不経済の高い産業においては，民営化政策は社会的厚生にとって有害であると明らかにし

た。また，公的企業に外部不経済が存在する場合には，公的企業の生産量は減少し私的企業の

生産量は増加し公的企業から私的企業への生産の代替につながることを示した。さらに.Xu 

and Lee (2017)では，同様のモデルを用いて課税の超過負担を考慮した自由参入市場における

環境政策を検討した。そして，自由参入市場における民営化政策は環境被害を減少させるが，参

入費用が低い場合のみ社会厚生を増加させることを示した。

ところが，これらの分析においては，公的企業は民間企業と比較して非効率的であるか，ある

いは同じ技術水準を持っと仮定されている。しかしながら，中国の産業においては，様相は大き

く異なっている3)。ここで中国の企業の全体像を備隊してみよう(表 1)。これをみると，公的企

業，私的企業及び外資企業を混在しており，特に，公益事業や金融以外の多くの主要産業におい

ても，公的企業と私的企業が混在しており，産業内においてお互いに激しい競争をくり広げてい

るばかりではなく，多くの産業において，国際的にも厳しいコスト競争に直面している。

中国の公的企業の役割に関しては 丸川 (2013)は，固有企業の役割を「国家の安全に関わる

産業，重要な公共財，自然独占産業，支柱産業とハイテク産業の基幹企業」と広く認めている。

中央政府直轄の 100杜余りの固有金業はほぼこの決議に示された分野の企業あり，中国は今後こ

れらの企業を国策推進の手段として強化していくであろうと指摘した。これらの分野は，表2の

2)この非効率性は.公的企業の限界費用，市場規模および政府による環境評価に依存する。

3)具体的には，伊藤・張 (2005)を参照されたい。
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ょうにまとめることができる。特に 2000年代以降， i国進民退」が指摘されるようになった4)。

これに関して，孫根 (2017)では，政府による固有企業に対する大規模な財政支援，生産高の増加

への支援，海外のエネルギー・資源権益および技術と知的財産の獲得などの促進策を挙げている。

表l中国の企業形態別及ぴ企業数 (2010年以降)5) 

企業訟¥々 2010年 2012年 2014年 2016年 2017年

固有企業 153，800 159，644 130，216 132，373 133.223 

集団所有制企業 192，300 183，870 1，472，551 141，442 155，641 

株式合作制企業 71，800 74，697 69，767 67，654 62，350 

連営企業 13，000 13，585 21，402 20，094 16，550 

有限責任会社 773，300 1，090，375 1，848，091 2，532，423 2，368，950 

株式有限会社 119.200 138，698 145，986 174，881 151.259 

私営企業 4，683，900 5，917 ，718 7，766，188 10，500，697 14.368.860 

港、浪、台投資企業 99.000 112，602 172，076 117，764 130，214 

外系投資企業 118，200 130，851 119，878 122，391 136.997 

表2 固有経済主導の産業分野6)

国家の安全に関わる産業 国防に関する産業，貨幣の鋳造および国家の戦略的備蓄

システム(食料の備蓄，エネルギーの備蓄など)

自然独占および寡占産業 郵政，電気通信，電力，鉄道.航空など

重要な公共財を提供する産業 都市部における水道，ガス，公共交通および，港，空

港，水利施設，重要な防護林工事など

基幹産業とハイテク産業における中核企業 石油採掘.鉄鋼，自動車，電子の先端部門など

また，中国の公的企業には政策的に高い技術を使用することが求められている7)。例えば，永

井・劉 (2016)は，山東省にある中国の公的企業としての大手企業「山東鋼鉄集団有限公司」に

属し，年間 1000万トンの鋼材を生産する中国屈指の「済南鋼鉄集団公司」は， 20日年に 6つの

旧設備を更新し新たなプラントが完成していたと述べた8)。それは生産量では従来と同じだが，

4)固有経済の増強と民間経済の縮小を指す。

5)中国国家統計局『中国統計年鑑』加:p: /lwww.stats.gov.cn/制/ndり/
2011年.2013年.2015年， 2017年及び2018年のものにとる作成。
6)具体的には，孫根 (2017)を参照されたい。
7)公的企業と私的企業の関係については.2013年以後，改革の目的を公的企業の強化と位置付けて，公的
企業を世界で一流の多国籍企業に育てるとの方針が掲げられてきた。公的企業の強化については.1よ
り強く，より大きく」を標携して，中央政府所管の大手固有企業同士の合併が相次いでいる。一方，私

的企業は，公的企業に民間資本を導入して経営ノウハウ等を活用し.企業としてのガバナンスを高め，

政府と企業を分離することで効率性を高めることを目指している。

8)工場は 1958年に建設され，その敷地内に従業員家族用の幼稚園，小学校，中学校，高校，専門学校が
ある。卒業後同工場に就職するケースや，中国の大学を卒業後同工場で2・3年勤務し，日本の「新日本

製鉄」で研修，その後同工場に復帰させるという形で人材を育成してきた。



16 経済学論集 Vol目61No. l' 2 

労働力の削減や二酸化炭素，二酸化硫黄などの排出量削減.さらに廃棄物を用いた発電設備を有

するものである。また，横塚 (2008)では，中国の有力企業の CSR報告書の分析より，公的企

業が排出削減や再生産可能エネルギーの利用に注力していることを明らかにしている。そして，

2017年以来，経済の質の高い発展が重視されることになると，経済発展の原動力も従来とは変

わってくる。中国はイノベーション，都市・農村，各地域，各産業，経済・社会などの「協調J.

環境の重視(グリーン).対外開放，発展の成呆の全国民による「共有」の5つ「新発展理念」

を提出した。逆に，私的企業については，機械設備が高価であるため老朽施設の使用，技術水準

の低い施設の使用，機械設備の維持管理や技術習得が困難であり 厳しい競争の中で，コスト削

減のため環境対策へ十分な取り組みが行われていない9)。

本論文においては，中国経済のこのような政策の有効性を検討するために，公的企業が環境排

出をともなわない高い生産技術のもとで操業している状況を想定し 環境政策の効果や公的企業

の生産水準，民間企業の生産量や参入退出などを検討する。環境政策を考慮することにより，自

由参入の混合寡占市場における公的企業には 先述のように新たな役割が期待される。本論文に

おいては. Cato (2008)の結論と比較しながら.Matsumura and Kanda (2005)による，自由参

入の混合寡占市場モデルにおいて公的企業が環境排出をともなわない高い生産技術を用いている

状況を想定し，私的企業の生産にともなう汚染物質の排出とそれを防止するための環境税を導入

して，公的企業の望ましい行動を検討する。そして，企業数が外生変数と内生変数という二つの

バターを分けて，汚染物質の排出と環境税が産業均衡に与える効果を検討する。

その結果，以下のような結論を得た。第一に，企業数が外生変数の場合には，産業均衡におい

て社会的厚生を増大させるために，公的企業を少なくとも部分的に民営化することが望ましい。

また，環境税の増税は私的企業の生産量を減少させ，公的企業の生産量を増大させる。一方，環

境税の増税は直接的に私的企業の生産費用を増加させるため，私的企業に減産の誘因を持たせ，

排出する汚染物質を減少させる。さらに 産業の最適性との関係に関しては，公的企業と私的企

業の生産量は， ともに最適水準より低くなっていることが示された。第二に，民間企業に自由参

入を認める場合には，社会的厚生は公的企業の公営行動に関する係数値が lにおいて最大とな

り，完全な公営化が望ましいことが示される。また，環境税を課税すると，公的企業の生産量は

増加する一方で、，私的企業の生産量は減少する同時に，参入企業数も減少する。このように，社

会的厚生を最大化する誘因を持つ公的企業は，私的企業が排出する汚染物質を減らすべく，通常

の混合市場に比べ一層の増産を行う。さらに，産業の最適性との関係に関しては，公的企業の最

適水準と私的企業の自由参入における最適条件は満たされるが，私的企業の最適生産条件は満た

されず，過少生産となることが示された。

本論文は以下のように構成されている。第二節では，クールノー寡占との混合経済市場の基本

モデルを構築し基本的な設定を提示する。第三節では，企業数が外生変数の場合での個別企業

9)中国では，他の先進諸国と比べて遜色のない環境基準を設定し，環境政策を行なっているにもかかわら
ず，その効果が必ずしも上がっていない理由の lつとなっている。
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の均衡産出量及び汚染物質の排出と環境税が産業均衡に与える効果および社会の最適性について

検討する。第四節では，企業数が内生変数の場合での自由参入の産業均衡における社会的厚生の

自由参入のクールノー寡占と環境政策及び公的企業の役割M紅ch2022 

最大化条件及び汚染物質の排出がある場合に，環境税により環境政策の効果および社会の最適性

について検討する。第五節では，結論を導く。

基本モデル2 

その財に対

する市場需要は，需要量を qとして p(q)と与えられるとする。

企業0は公的企業で，公的及び私的に保有されて，社会的厚生と利潤の加重平均を最大化す

ること目的とする。また.企業 i(i = 1，2，・..，n)は私的企業で，各自の利潤を最大化すると仮定

クールノー寡占の混合経済市場を考え，すべての企業は完全代替的な財を生産し，

する。

当該産業においては，私的企業の生産活動に伴う外部不経済が発生し，汚染排出量は，各企業

の生産量に比例する。また 排出量が生産量の増加とともに上昇する。

他方，公的企業はコストの高い生産技術を用いて生産しており，汚染物質を排出しないと仮定

する。私的企業の汚染物質の排出はE(xi)とし，政府は，排出量一単位当たり環境税 Tを課税す

る。

社会的厚生は，消費者余剰と生産者余剰の合計から汚染排出に伴う環境被害2二1E(X;)を差

)
 
-(
 

p(q)匂-L:山)-L:E仇)

しヲ|いたものとして定義される。

p(州一戸+ZHi-ZE仇)=Jxx
 
rtt-o 

一一W
 

ここで. TI; は企業 i の利潤で• X;は企業iの生産量.c;(x;)は企業iの費用である。これら

は次の (2). (3)と (4)式のように示される。

(2) (i = 1，2γ・・，n)TI; = p(X)x; -c;(x;) -TX; 

(3) 

(4) 

(i = 0) TIO = p (X)XO -co(xo) 

x=玄X;

ここで.co(均 )>C;(X;)，'Vx;(i =1，2，"'，n)とする。

U;(i = 0， 1，2，・..，n)を企業iのペイオフとする。公的企業と私的企業についてはそれぞ

と (6)式で表す。

また，

れ以下の (5)
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Uj = IIj (i = 1， 2， • • • ，n) (5) 

Uo =αW +(1 α)IIo (αε[0，1]) (6) 

ここで¥α は公的企業の行動原理を規定する変数であり α= 1なら 公的企業は社会的厚生

水準を最大化し， α=0なら，自己の利潤を最大化する。 αは政府が決定すると考える。

仮定 1 市場の逆需要関数 p(q) は 2 階微分可能と仮定し • p' < 0， Vqεp(q) > 0とする。

仮定2 企業の費用関数 Cj(Xj)は2階微分可能と仮定し. C' > 0， C" > 0， VXj三0と

の(i= 1，2，・・"n)は厳密に増加関数とする。

さらに，企業の費用関数は以下の (7)式のように示される。
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(7) 

ここで• Fは正の定数であり，私的企業が参入する場合に支払う固定費用と仮定する。また，

Matsumura and Kanda (2005)などと同様に，公的企業は固定費用を負担しないと仮定する。す

なわち • Vj (0) = 0， V; > 0， V;' > 0とする。

3 企業数が外生変数の場合

ここでは，民間企業数が外生的に決められ 一定の場合を検討する。まず，ゲームのタイミン

グについて示す。

ゲームは 3段階のクールノー型寡占ゲームを考え，完全情報ゲームであると仮定する。第 l段

階では，政府は公的企業0を設立する。また，公的企業の費用関数，私的企業の排出関数及び

市場の逆需要関数をもとに，ピグー税 T を設定する。さらに， αを政策的に決定し T とαを発

表する。第2段階では，私的企業は 7 とαを知り.当該産業に参入するかどうかを決定する。

第3段階では，公的企業と参入した私的企業は各自のベイオフ Uj を最大にするように，個別に

生産量を決定する。

公的企業の目的関数は次の (8)式のように示される。
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(8) 

公的企業の目的関数 (8)式に基づき，公的企業のベイオフ Uoの最大化条件を (9)式のよう

に求める。

dUo Ed=Pぽ)+ (1α)p'(X)Xo -c~ = 0 (9) 
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私的企業の目的関数は次の (10)式のように示される。

Ui =P(X)Xi -Ci(Xi)-TXi (i = 1，2γ ・.，n) (10) 

私的企業の目的関数 (10)式に基づき，私的企業のベイオフ Uiの最大化条件を (11)式のよ

うに求める。

dU; 瓦=pぽ)+p官)ぁ-C; -T = 0 )
 
-I
 

J
t

、

仮定3 それぞれに関連する 2階条件は満たされると仮定する。

仮定4 同質的な私的企業

Ci(X) = Cj(x)， Vx三0 i ε{1，2，・・" n} 

Xj = X2 =・・・ =Xn=Xj ( 12) 

( 12)式は，民間企業の費用関数が同ーの仮定より，生産量も同じになることを示している。

したがって， X = Xo +nxjとなる。

以下では，産業内の企業数が所与の場合について，最適な αを求める。

定義1 企業数が固定の場合の均衡産出量

ここで，xt(α，T，n)は公的企業の均衡生産量，x{(α，T， n)は私的企業の均衡生産量とすると，

また，仮定4同質的な私的企業を満たすため，公的企業と私的企業の最大条件はそれぞれ次の

(13) と (14)式のように示される。

p(X) + (1 α)p'(X)xt -c~ = 0 (13) 

p(X) +p'(X)町f-cJ-T=0 (14) 

3-1 民営化か公的運営か

ここで，政府の政策α及び汚染物質の排出と環境税が産業均衡に与える効果を検討するため，

政策パラメータαが上昇する時と環境税 Tが切り上げられた時の公的企業の均衡生産量xfと私
的企業の均衡生産量xfへの効果を検討する。
(13) と(14)式を αとァについて全微分すると，次の(15) と (16)式になる。
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{P'[1 -(1 α)sEp] + [(1ーα)P'-c;ndxb + np'[1 -(1 -a)sEp]dxf = P'Xb dα(  15) 

p'[1 -(1ー β)Ep]dxb+ n{p'[1 -(1 -s)Epl + (p' -c;')}dxf = dT (16) 

唱 F

ただし，s(O三β三?三 1)は公的企業の生産率， 1ー βは私的企業の生産率であり 与三

(-p")仏 価格変化の弾力性を表している。これは，需要関数の形状により一般的には正，負
P 

( 1 1 1 
両方の符号を取るが，以下では，論文全体を通じてらく minE，一一}と仮定する。これは

Y - ls' 1βj 

需要の変化に対して価格の変化率が十分に小さいことを意味している。

(15) と (16)式を連立させて，解くことにより 次の (17) と(18)式が得られる。

dxI 1 . ~ 
ーと=一(P 'X~ a22) > 0 dα D ~ v 

dx!' 1 . ~ 
，一(-p'x~ a2j) < 0 
dαDυ  

( 17) 

(18) 

ただし，a2j = p'[1一(1ーβ)Ep]< 0， a22 = n {P'[1ー(1-β)Epl +(P' -c;')}く0，D 三 [(1ーα)P'

-c;lnp'[1 -(1一β)Ep]+[(1ーα)P'-c~加 (P' -c;') +p'[1ー(1ーα)ルp](P'-c;') > 0と示される。

( 17) と(18)式はそれぞれ， αが上昇した時に公的企業の生産量は増加し，私的企業の生産

量は減少することを示している。これらの事実は 次の補題 1をまとめられる。

補題1

仮定 1-4が満たされ，Xb > 0かつxf> 0だとしよう。 xfはαについて増加関数であり， xf
はαについて減少関数であるため，政府の政策 αの増加につれて公的企業の均衡生産量xfは増
加し私的企業の均衡生産量xfは減少する。

政府の政策 αの上昇は，公的企業の行動目的が社会的厚生の最大化に傾斜することを意味し

ている。そしてこの補題は，公的企業は社会的厚生を増大させるために生産量を増大させ，逆

に，私的企業の生産が抑制されることを意味している。

定義2 産業均衡における社会的厚生関数

補題 lより，公的企業の均衡生産量xfと私的企業の均衡生産量xfは白に依存しているので，
産業均衡における厚生関数として，次の (19)式のように示される。

WF(←lXO +イp(州一叫)川f)-n町xf) ( 19) 
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ここで，社会的厚生を最大にする αは0<α<1となる。このことは次の定理に示される。

定理1 企業数が不変の場合には，仮定 1~4 が満たされ， xt > 0かつx{> 0だとしよう。社

会的厚生の最大化条件0::;α<1を満たすため，公的企業を少なくとも部分的に民営化すること

が望ましい。

証明:

社会的厚生を αについて微分することにより， (20)式のように示される。

. dxt . dx!' 
wFい)=伊 -c~)苦+仰 c(E11t (20) 

L.F 

仮定 1~4 が満たされ (l3)と(円)式を用いると p -c~ =一(1ーα)〆(X)xo> 0で、苦>

0のため， (22)式の第一項はプラスである。また， (14) と (20)式を用いると，p-c;-E'= 
~__F 

-p'(X)x[ > 0で，ヰLく Oのため，第二項はマイナスとなる。特に α=0の場合には， (9)式よ
aa 

dx.f I dx!' I 
りp(X)+ p'(X)xo -c~ = 0となり ， p(X)-c~>O となる。また， -L>|n ーム|が示されるので，

dαI  dα| 

p -c~ と p -c; -E' の場合，つまり c~::;c;+E' の場合において ， WF'(α)>0となる 10)。一方，

α= 1の場合には， (9)式より p(X)-c~ = 0となり ，WF'(α)<0となるため，社会的厚生が最

大になる αは0::;α く 1となる。

この定理は企業数が一定の場合には 公的企業は少なくとも部分的に公的運営が求められるこ

とを意味している。この結論は，企業数が一定で産業全体の生産量が最適水準，公的企業が一部

民営化することにより生産量の調整が行われるからと理解できょう。

この結論は，公的企業の技術に関する想定が異なってはいるが， Matsumura and Kanda (2005) 

との結論と整合的であると考えることができょう。他方 企業数が一定な場合には完全に民営化

が望ましいという Cato(2008)の結論とは大きく異なることがわかる。これは，本論文では公

的企業の限界費用が私的企業の限界費用と排出の限界費用の和より小さいことを想定しているの

で， Cato (2008)のケースよりも公的企業の最適生産量が増加するからと考えることができよ

つ。

3-2 環境税の効果

政府政策の効果と同じ求め方で (15) と (16)式を連立させて 次の (21) と (22)式を得

る。

10)補論1を参照されたい。
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dx[ 1 
v 一(-a12) > 0 
dT D 

dx!' 1 
-_ '-= -::-all < 0 
dT D"  

Vol. 61 No目1・2

(21) 

(22) 

ただし • al1 = p'[1 -(1 α)角p1 + [(1ー α)P'-c;l < 0， a12 = np'[1ー (1ー α)sepl< 0と示され

る。

(21 )と (22)式より， xfは7 について増加関数であり， xfはT について減少関数である。

したがって，次の定理2が得られる。

定理2 企業数が不変の場合には，環境税の増税は私的企業の生産量を減少させ，公的企業の

生産量を増大させる。これは， αの値にかかわらず成立する。

この定理は，環境税の増税が直接的に私的企業の生産費用を増加させるため，私的企業に減産

の誘因を持たせ，それに伴って排出する汚染物質が減少するとともに，汚染排出を伴わない公的

企業の生産が増加することを意味している。

この結論は. Cato (2008)が示した民間企業数が一定の場合に，外部不経済が存在する場合

には，公的企業の生産量を減少し私的企業の生産量を増加するという結論と逆になっているこ

とがわかる。その理由は.Cato (2008)においては，公的企業の社会的限界費用が私的企業のそ

れを上回る想定となっており，本論文の想定とは逆となっているからと理解できょう。

3-3 産業均衡の最適性との関係

企業数nが外生変数の場合には，経済厚生を最大化する公的企業と私的企業の生産量に関す

る条件は，それぞれ p(X)-c~=O と p(X)-c; -E' = 0と示される。

ところが，公的企業について，公的企業の最大化条件 (13)式を考慮すれば，下の (23)式が

成立する。

p(X) -c~ =ー (1 白)p'(X)xt> 0 (23) 

したがって，公的企業の生産量xfは社会的な最適水準より低くなっていることがわかる。

また，私的企業について，私的企業の最大化条件 (14)式を考慮すれば，下の (24)式にな

る。

p(X) -c; -T = -p'(X)町r> 0 (24) 
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したがって，民間企業の生産量も社会的最適の水準より低くなっていることがわかる。

定理3 企業数nが不変の場合には，公的企業と民間企業の生産量は，ともに最適水準より低

くなっている。

この定理は， (23)式において， α<1の場合には，右辺はプラスとなり ，p(X) > c~ になるた

め，望ましい生産水準より低いことを意味している。また，私的企業についても同様のことが言

える。また，T=E'の下では最適な生産量は達成できないこともわかる。

4 民間企業の自由参入の場合

次に，民間企業が当該市場に自由参入する場合について検討する。この場合，企業数は内生変

数となる。

第3節と同じく，ゲームは4段階のクールノー型寡占ゲームを考え，完全情報ゲームであると

仮定する。第 l段階において，政府は公的企業を設立することを決定する。この場合には，固定

費用 F(O)がかかる。これ公的企業の埋没費用である。第2段階においては，政府が社会厚生を

最大にするように αε[0，1]を決定する。第3段階においては，私的企業は αを知り，当該産業

に参入するかどうかを決定する。参入する場合には，固定費用 Flがかかるが，これは私的企業

の埋没費用である。最後に，第4段階において，参入した企業が生産量を決まる。

まず，第4段階のサブゲームから解いていく。

公的企業の生産量の決定については，一階条件は (13)式と同じである。

p(X) + (1ーα)p'(X)Xo-c~ = 0 (13) 

私的企業については， (14)式が成立するが，仮定4同質的私的企業より， (4) と (14)に適

用することにより，次の (25) と (26)式が得られる。

X = Xo +nxl (25) 

p(X) + np'(X)xl -C; -T = 0 (26) 

次は，第3段階において， αを所与として，サブゲームを解く。

私的企業は利潤が非負の場合のみ参加するので，自由参入の産業均衡においては，利潤はゼロ

となる。したがって，次の (27)式が成立する。
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P(X)X1 -C1(X1) -TX1 = 0 (27) 

ここで，C1(X1) = F + V1(X1)となることを注意されたい。

4・1 民営化か公的運営か

以下では， xfは均衡の公的企業生産量， xfは均衡の私的企業生産量，nE は均衡の企業数，
XE は均衡における産業全体の生産量とする。これは，(25)式と (13)，(26) と (27)式から

導出される。なお，これらすべてを正と仮定する。

(13)， (26) と (27)式を全微分し， αについて解くことにより 次の (28)~ (30)式が得ら

れる。

dx1 P12XOX1 
一一=一一一(仰1-a21x1) = 0 
dαD  

dxo PXOX1.， ， ，一'
一=一一一[P'X1(P'-c;) -a21(P -C; -T)] > 0 dαD  

dn P12XOX1 
一一=一一一一~a22 < 0 
dαD  

(28) 

(29) 

(30) 

ただし，a2] = p匂1+p' = p'[1ー(1ーβ)εp]く 0，a22 = np'{[1 -(1 -s)εp] + (P' -C;')} < 0， D = 

P'XJ[X1 (alla22 -a12a2J) + (a12a23 -aI3a22)] > 0と示される。

ここで，以下の補題 2~4 が得られる 11) 。

補題2

仮定 1~4 が成立するとしよう。そのとき， xf は α に依存しない 12)。また ， XE はαに依存し
ない13)。

補題3
dx! 

仮定 1~4 が成立するとしよう。そのとき _'U > 0なので 均衡における公的企業の生産量
dα 

xfはαの増加につれて増加する 14)。

補題4
dnE 

仮定 1~4 が成立するとしよう。そのとき 一一<0なので均衡における企業数nE は白の
dα 

11)証明は補論2を参照されたい。

12)補論2の (A.9)式を参照されたい。

13)補論2の (A.12)式を参照されたい。

14)補論2の (A.IO)式を参照されたい。
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増加につれて減少する 15)。

政府の政策αの上昇は，公的企業が社会的厚生の増大という行動目的をより重視することを

意味している。その結果， αの上昇にともない，公的企業の生産量は増加し逆に，私的企業の

利潤水準は低下するので，参入企業数の減少をもたらすことがわかる。

定義3 自由参入の産業均衡における社会的厚生関数

WE(α)=fn4P(州 -CO(xg) -nE c1(xf) -nE E(xf) 

ここで， αに関して (31)式を微分することにより次式になる。

~， Idx! 由 E ~ ~ dx~\ .dx! 伽 E ~ _ dx~ 
W"(α) = p(X)( ーと+一一x~ +n"一一.)-Coーとー(C1+E)一一-n"(C1 +E)-.-' ¥dαdα 且 dα)-~O dαdαdα  

(31) 

(32) 

AγE 伽 E ~ ~ dγE 
上述の補題2より ，XEはαに依存しないため，-:0 + ...... xf + nE -:1 = 0となり， (32)式

dαdα ， dα 
.J..E 

右辺の第一項はゼロとなる。同じく，補題2より， xfはαに依存しないため，ヰL=Oとなり，
aα 

(32)式の右辺の第四項はゼロとなる。

したがって， (33)式が得られる。

"..E ....E 

WE'(α)=-cj平一(C1+E)キー。αoα (33) 

補題4より，均衡における企業数nEはαの増加につれて減少する。そして， αの増加による

私的企業の費用減少分は (C1+E)伽 E CI+EMxfと子される 》マヰ互は汚染損害
1-rL } da -コfzz 。」」

λ1

ゐ，E
を含めた平均費用となり，一-dは私的企業の生産物の減少分を示す。同時に， αの上昇は公dαA 

....E 

的企業の生産量を増加させる。これを伴う生産費用の上昇分がcj守主と示される。。α
r;' ~ 1:' 

_ ~_ ， • 
_ 
ClムF

また，自由参入産業均衡の条件 (27)式において，E(xわさTxfであれば，七「三pとな

る。公的企業の均衡条件 (13)式より ，p(X) -C~ =一(1ーα)p'(X)xg> 0となり，価格Pはcj

dx! ~伽E ~dγE 
より厳密に大きい。総生産量Xはαに依存しないので -U+xf一一+nE-:-1 = 0となり，補

dα 且 dαdα
A_E A_E A四 E

題2よりヰL=Oなので写生=-X~ ξL となる。。ααα.aα 
以上を (33)式に代入すると (34)式が得られる。

15)補論2の (A.ll)式を参照されたい。
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"， ( c， + E ，¥ d.xA' ，_ d.xA' 
w~ (α)= I_:_τ一一 c~Iーム >fp(X) -c~] ーと =0¥ xf υJ dαU'  d臼

(34) 

したがって，上式のように WE'(α)> 0(0::::;α::::; 1)が示されるので， α=1において社会的厚生

が最大となることがわかる。

定理4 仮定 1-4が満たされるならば，社会的厚生wEはα=1において最大となり，公的

企業は限界費用価格形成原理により生産を行うため，完全な公営化が望ましい。

証明:

α= 1の場合 (13)式より p(X)-c~ = 0となり，公的企業は限界費用価格形成原理により生

産を行うため，完全な公営化が望ましい。

社会的余剰の最大化を目的とする公的企業は，私的企業に比べて積極的に生産する誘因を持つ

が，本論文の設定においては，公的企業の社会的限界費用は私的企業のそれより低いので，民間

企業数が可変の場合には公的企業は完全な公的運営を行い，社会的厚生の増大のために生産量を

増加させることを意味している。

この定理は， Cato (2008)が指摘した，外部不経済の高い産業においては，民営化政策は社会

的厚生にとって有害であるという結論と整合的であると考えてよいであろう。一方， Barcena-

Ruiz and Garzon (2006)での私的企業の数が十分に多い場合には，政府は常に公的企業を民営化

するという結論とは逆になる。これは，本論文においては，公的企業の限界費用が民間企業の社

会的限界費用より低いことを想定しているからと理解することが出来ょう。

4・2 環境税の効果

次に，環境税による環境政策の効果を検討する。
d.xo 

環境税が公的企業の生産量に対する影響はーについて解くと (35)式が得られる。
dT 

空空= 主{[(1ー α)p'(l-sep )][(1 + n)P'一c"]> 0 
dT D 

d.x1 
環境税が私的企業の生産量に対する影響はーについて解くと (36)式が得られる。

dT 

色 =-dE:{(1ー α約 1+p'[lー (1-β)εp] -C"} < 0 
dT D 

dn 
環境税が企業数に対する影響はーについて解くと (37)式が得られる。

dT 

(35) 

(36) 



M紅ch2022 自由参入のクールノー寡占と環境政策及び公的企業の役割 27 

生=竺竺{P'(1-sep )[(1 -α)(p' -c勺+p'(1ー α)]+ [(1ー α)p'-c")P'[1ー (1ー β)ep]+ (p' -c'Y}くO
dT D 

(37) 

定理5 仮定1-4が満たされるならば，環境税の増税は公的企業の生産量を増加させる一方

で.私的企業の生産量を減少させる。同時に，参入企業数も減少する。

この定理の経済的意味は 社会的厚生最大化の目的を持ち高い環境技術を有する公的企業が私

的企業が排出する汚染物質を減らすべく，通常の混合市場に比べ，一層の増産を行う誘因を持つ

ことを意味している。

この結論は.Cato (2008)の.環境税の増税に伴い私的企業の生産量と参入企業数は増加し

公的企業の生産量は減少し公的企業から私的企業への生産代替につながるという結論と逆にな

ることがわかる。これについても，公的企業の限界費用が民間企業の社会的限界費用より低いと

いう本論文の想定がもたらすものと理解することが出来よう。

4-3 産業均衡の最適性との関係

企業数nが内生変数の場合には，公的企業，私的企業の自由参入条件と私的企業の最大化条

件はそれぞれp(X)-c~ = 0， p(X)x. -c. -E = 0とp(X)-c{ -E' = 0と示される。

公的企業について， α=1かっ公的企業の最大化条件 (13)式より，下の (38)式が満たされ

ることカ宮わカミる。

p(X) -c~ = 0 (38) 

したがって，公的企業は最大化条件を満たす。

また，私的企業の自由参入について • TX. =Eとすれば. (27)式より.下の (39)式が得ら

れる。

p(X)x. -c.(x.) -E = p(X)x.ー c.(X.)-TX. = 0 (39) 

したがって，この場合に自由参市場は 社会的に最適な企業数を達成する。

最後に，私的企業について，私的企業の最大化条件 (26)式を考慮すれば，下の (40)式が得

られる。

p(X) -c{ -T = -p'(X)町 i> 0 (40) 
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したがって • T =E'の下では最適な生産量は達成できない。

定理6 企業数nが内生変数の場合には，産業均衡において公的企業の生産の最適水準と私的

企業の自由参入における最適条件が満たされる。一方，私的企業は最適生産条件を満たさず，過

少生産となっている。

このように，公的企業が社会的厚生の最大化を行っている場合においても，私的企業の生産の

最適が満たされないことがわかる。また，ここでもピグー税(7= E')の下では，最適な生産量

は達成できないことも示された。

5 結論

本論文においては，中国経済の公的企業を中心とした生産技術の高度化や環境改善の推進政策

の有効性を検討するため，公的企業が環境排出をともなわない高い生産技術のもとで操業してい

る状況を想定し環境政策の効果や公的企業の生産水準，民間企業の生産量や参入退出などを検

討した。自由参入の混合寡占市場モデルにおいて公的企業が環境排出をともなわない高い生産技

術を用いている状況を想定し汚染物質の排出とそれを防止する環境税を導入して，公的企業の

望ましい行動を検討した。そして，企業数が外生変数と内生変数というこつのパターンを分け

て，汚染物質の排出と環境税が産業均衡に与える効果を検討した。そして，以下のような結論を

得た。

第一に，民間企業数が一定の場合には産業均衡において，社会的厚生を増大させるために，公

的企業を少なくとも部分的に民営化することが望ましい。また，公的企業の行動原理を規定する

変数の値にかかわらず，環境税の増税は私的企業の生産量を減少させ，公的企業の生産量を増大

させる。一方，環境税の増税は直接的に私的企業の生産費用を増加させるため，私的企業に減産

の誘因を持たせ，排出する汚染物質を減少させる。さらに，産業の最適性との関係に関しては，

公的企業と私的企業の生産量は， ともに最適水準より低くなっていることがわかった。

第二に，民間企業に自由参入を認め企業数が内生変数の場合には，社会的厚生は公的企業は社

会的厚生を最大化する公企業運営がの行動原理を規定する変数の値が 1において最大となり，社

会的余剰の最大化を目的とする公的企業は，私的企業に比べて積極的に生産する誘因を持ってお

り，これが戦略的代替性を通じて私的企業の生産を減らす要因となり，公的費用は限界費用価格

形成原理により生産を行うため，完全な公営化が望ましいことが示された。また，環境税の増税

は公的企業の生産量は増加させる一方で 私的企業の生産量を減少させると同時に，参入金業数

も減少させる。また，高い環境技術を有する公的企業は，私的企業が排出する汚染物質を減らす

べく，通常の混合市場に比べ，一層の増産を行う誘因を持つ。さらに，産業の最適性との関係に

関しては，公的企業の最適水準と私的企業の自由参入における最適条件を満たされるが，私的企
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業の最適性は満たされず，過少生産が起こることが示された。

このように，公的企業が環境排出をともなわない高い生産技術を有する場合，公的企業の生産

水準を増大させることが，環境政策を推進することにつながり，社会的厚生を増大させることが

示された。したがって，ここで検討した公的企業の技術改革による環境政策の推進という政策に

は，一定の有効性があると考えることが出来ょう。

最後に，残された課題として，中国における環境政策をより深く検討するために，環境政策に

ともなう公的企業と私的企業の聞の生産技術の選択や 生産量の調整価格形成に関する現実を

把握することは，大変興味深い問題である。このため，今後現地調査を行うとともに，公表デー

タを用いた計量経済学的研究を進めたい。

補論1

( 15) と (16)式を連立させて示すと，次式が得られる。
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ただし • al1 = p'[lー (1ー α)向]+ [(1 α)P'-C;]<O(ep ::;" 1_，，，，)， a12=np'[l-(l-a)内]
¥ ~p ー(1ー α)β/

三0，a21 = p'[lー(1ーβ)ep]< O(ε<-Li ，G22=nV[1(lβ)ep] + (P' -c;')} < 0とする。
\~p --' 1β/ 

左辺係数行列式を D とすると. D = [(1ーα)P'-c;]np'[lー(1ーのεp]+ [(1ーα)P'-c;]n(p' -

c;') + p'[lー(1ーα)sep](P' -c;') > 0になる。

したがって，次の式が成立する。

..l _~F _'_.F 

竺Eー=仁二Q_n{p'[lー (1-s)ep] + (P' -c;')} 
dαD  

(A.1) 

dx[ -p'XO 
n-ー=一一~np'[l- (1-β)εp] < 0 
dαD  

(A.2) 

dx，; 1 dγ:1 
(A.1) と(A.2) を用いると ，"，":，0 > In ，，":，1 Iとなる。

dα1  dα| 

補論2

(25)式を (13). (26) と (27)式に代入することより，次の式が得られる。

(1 -a)p'(xo + nxl)XO + p(xo + nx1) -c~(.均)=0 (A.3) 

p'(xo + nx1)X1 + p(xo + nx1) -C;(X1) -T = 0 (A刈
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p(xo + nx])x] -c;(xt) -TX] = 0 (A.5) 

(A.3) ， (A.4 )と(A.5)を全微分することにより，次のようになる。

[(1 α)(P"xo + p')(P' -c;)]d.xo + [n(1一白)p"xo+ np']d.x] + [(1ーα)p匂OX]+ p'xtldn = p'xodα (A.6) 

(p"x] + p')d.xo + [np匂]+ (1 + n)p' -c;']d.x] + (x~p" +p'x])伽=dT (A.7) 

p'x]d.xo + [np'x1(P -c; -T)] +x~p'dn = X1dT (A.8) 

(A.6) -(A.8)式を行列の形に整理すると，次のように得る。

日1521Bl=問da+[1] dT 
11 1 ¥ 

ただし，p"xo+p'=p'(I-se(P))(ここで ep ~ min (~一一一 i と仮定する。)のため ， al1 = (1 
{'"' /J ，------......， ""'p一 ¥β'1-s) 

α)p'(1 -sep )(P' -c;)， a12 = n [1ー (1ー α)sep]P'， a13=p'x1[1ー (1ー α)sep]，a21 = p'[1 -(1 -β) 

ep]， a22 = np' {[1ー(1ーのep](P'-C;')}，a23 ==p'x1[1一(1-s)εp]とする。左辺係数行列式を D

とすると，D = P'X1 [X1 (al1a22 -a12a21) + (a12a23 -a13a22)] > 0になる。

したがって， dは均衡の公的企業生産量， xfは均衡の私的企業生産量，nEは均衡の企業数
で表すと，以下のようになる。

d.x1 pt2XoX1 
一一=一一一一(a21x1-a21xt) = 0 
dαD  

d.xo pxoX] 
一=一一fp'X1(P'-c;) -a21(P -c; -T)] > 0 
dαD  

ψ1 pt2XOX1 
一一=一一一一~a22 < 0 
dαD  

(A.9) 

(A.I0) 

(A.ll) 

(A.9) -(A.11)式を用いると，均衡における産業全体の生産量xE は次の (A.12)式を満た

す。

dX d.xn dn d.x， 
一一=一二+x，一一+n一一=u
dαdα'dαdα 
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